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第 5 章 考察および今後の課題                       

 

（１）平成 31年度新入生の特徴と考察 

第 1 章、第 2 章に示した平成 31 年度新入生調査より明らかになった特徴をまとめる。 

 

１．新入生の 87.8％は「お茶大を第一志望」として入学しているが、学部間にはやや差異がある 

 平成 31年度新入生において本学が第一志望である新入生は 87.8%と、平成 30 年度より約 3 ポ

イント上昇し依然として高い水準にある。学部間では、文教育学部および生活科学部の学生の約

9 割が本学を第一志望とし、この水準は例年通りである。理学部の第一希望割合は 81.3%で、平成

30 年度の約 7 割から上昇し、一昨年以前と同様の水準であった。 

 

２．学びの意欲が高い一方で、授業についていけるかどうかに対する不安もある 

 「大学に入学後、特にこの１年で頑張ろうと思う活動」において「大学の授業」と回答した学 

生は 99.3％と例年同様非常に高い。同時に、「大学生活が始まって心配なこと」として最も高い 

のは「授業についていけるか」68.0%である。 

本学の入学生の授業に対する関心は非常に高く、大学としては、このような学生の学習意欲を 

十分に受け止め、教育の質の向上と安心して学べる環境を整え、授業への不安や心配を取り除く

ような学生支援をすることが求められる。 

また、「留学」に対する関心も 36.3%と昨年度と同様に高まりつつあることを踏まえ、グローバ 

ルな視点での学習機会の提供も必要となるだろう。 

 

３．卒業後の進路希望は例年同様「民間企業への就職」「進学」が多く、学部による差異あり 

大学卒業後の進路希望については、全体では「民間企業に就職する」52.7％、「大学院などに進

学する（海外含む）」45.6％、「公務員」29.6％、「教師など専門職」25.1％であり、例年と同様で

ある。学部別の特徴は、理学部で大学院への進学希望者が多く(66.1%)、文教育学部では「民間企

業(60.5%)」「公務員(39.5%)」「教師など専門職(33.5%)」が多い。生活科学部は、「民間企業

(53.3%)」、「進学(45.0%)」希望者が相対的に高く、各学部の進路希望の特徴に大きな変化はない。 

 

４．実家から通学する学生は 57.5%％、自宅外学生は 42.5％、仕送りがない割合が再び上昇 

入学後の住居の予定として複数回答可として尋ねた結果、全体で「実家から通学」は 57.5%、

「賃貸アパートやマンション」27.7%、国際学生宿舎は 15.0%、お茶大 SCC は 11.0%となってい

る。また、昨年度自宅外通学者の「仕送りなし」者は 3.6％と減少したが、今年度は 8.6%と一昨

年並みに戻り、仕送りが額 5 万円未満の学生も 1 割弱存在する。その一方で、「10 万円以上の仕

送りがある」者は 36.6%と昨年並みであることから、学生間の仕送り額の違いに注視する必要が

ある。 

 

５．大学に期待する学生支援活動は学生・保護者ともに「就職支援」と「進路相談」 

大学の学生支援活動への期待（複数回答）は、「就職支援」に期待する人が例年同様 78.3%と最 

も多く、次いで「進路相談」66.6％、「学習支援」60.9%であった。保護者調査も学生と同様に

「就職支援」86.8％、「進路相談」72.0%、「学習支援」58.3%と高かった。学生・保護者ともに、

卒業後の学生のキャリア構築において大学への期待が高いことを示していた。 
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（２）奨学金と学生寮に関する考察 
第 3 章で述べた学生支援における奨学金・学生寮の結果についてまとめ、考察する。 
 

①奨学金 
 奨学金等制度について新入生の結果をまとめると、「奨学金受給経験のある者」、「入学後の予定

住居が実家以外の者」、「学生寮を認知している者」、「仕送りがない、もしくは仕送り額が少ない者」

は奨学金等制度を認知している割合が高いことが示された。また、保護者調査の結果では、「入学

後の暮らし向きにゆとりがないと感じている者」、「世帯年収が 800 万円未満の者」、「家計支持者の

年収が 800 万円未満の者」、「奨学金受給経験のある者」、「学生寮を認知している者」、「学生寮を希

望している者」について、奨学金等制度の利用を希望する割合が高いことが示された。 
 また、新入生の結果を学部別に見ると、奨学金制度の認知率、後述する学生寮の認知率いずれも

理学部が最も低く偏りがみられた。これは、理学部の平均世帯年収が３学部のなかで最も高いこと

も要因の一つと考えられるが、どの学部においても、情報を適切に届ける必要性はあるだろう。 
そして、保護者の奨学金制度の認知率は 78.5%である一方で、奨学金等制度の利用について「希

望しない」と回答した割合が 53.2%であり過去 8 年間の調査結果の中で最も高い結果となった。一

方、新入生の奨学金受給経験については、「ある」と回答した割合が 13.1％であり、これは過去８

年間の調査と比較すると、平成 25 年度に次いで高い割合となっている。保護者の奨学金制度の認

知率や新入生の受給経験がある割合が高まっているのにも関わらず、大学において奨学金受給を希

望しない割合が高まっていることは、今後の奨学金制度を学生、保護者に伝える上で考慮すべき事

項であると考えられる。 
 
②学生寮 
 学生寮について新入生の結果をまとめると、「入学後の予定住居が実家以外の者」は学生寮を認

知している割合が高いことが示された。また保護者調査の結果では、「家計支持者が母親である者」、

「父親の就労形態がフルタイム勤務や自営以外の者」、「入学後の暮らし向きにゆとりがないと感じ

ている者」、「世帯年収が 600 万円未満の者」、「奨学金受給経験のある者」、「学生寮を認知している

者」について、学生寮を希望する割合が高いことが示された。また、家計支持者の年収が低くなる

ほど、学生寮に入寮する希望の割合が高まる傾向が強く示された。経済支援の一環として学生寮が

捉えられていることが推察される。 
 学生寮の認知について過去 8 年の調査結果と比較すると、今年度新入生の認知率 62.0%、保護者

の認知率 53.4%ともに、最も低い認知率を示している。認知率の推移を寮別に見ると、新入生の認

知率は平成 27 年度と今年度では、国際学生宿舎は 3.8 ポイント減少し、大学院生向けの小石川寮

は 7.5 ポイント減少したのに対して、お茶大 SCC に関しては 12.2 ポイント減少であった。保護者

の認知率も、平成 27 年度と今年度の変化をみると、国際学生宿舎は 5.0 ポイント減少し、小石川

寮は 11.8ポイント減少したのに対して、お茶大 SCC は 22.4ポイントという大幅な減少がみられ、

新入生、保護者ともに、お茶大 SCC の認知率の減少が 3 寮の中で顕著であった。 
お茶大 SCC は、平成 23 年に開寮し、３寮の中では最も新しい寮である。他の寮は自治寮である

のに対し、お茶大 SCC は教育寮であり様々な学生支援プログラムが実施されている特徴がある。

また、学部 1，2 年生が 2 年間の寮生活を通しての成長が期待された設計のため、途中入寮ができ

ず入寮のタイミングが大学入学時のみというのも他２寮と制度として異なる点である。 
お茶の水女子大学では、令和４年にキャンパス内に新学生宿舎を整備・運営する事業が着手して

おり、益々、各寮の違いを明確にした情報公開の必要性がある。入学前の学生にも、自分に合った

学生生活を送れる場として学生寮を捉え、選択できるよう、各寮の特徴や具体的な情報を広く公開

していく必要がある。 
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（３）学生・キャリア支援における課題 
 平成 31 年度新入生調査および保護者調査を通じて得られた、本学における学生・キャリア支援

の課題は次の 3 点である。 
 
① 学生の多様な進路希望を踏まえたキャリア支援の検討と実践 
平成 31 年度の新入生においても、これまでと同様に約 9 割が第一志望として本学に入学し、高

い学習意欲をもっている。また、進路の希望は、民間企業、大学院への進学、公務員、教員など

多様で、学部による特徴も見られる。よって、本学のキャリア支援についても、教職員は、この

ような学生のニーズを十分に認識した上で、進路相談や就職（キャリア）支援の利用を促すよう

な活動が求められる。すでにキャリア支援として、入学直後からの低学年向けのキャリアガイダ

ンスを開催したり、理系、公務員、教員に特化した支援行事を開催したりしている。また、自己

分析や面接対応を目的としたワークショップも開催し、きめ細やかな支援活動を実践している。

今後も学生との対話を通してニーズを見極め、支援内容をブラッシュアップしながら、キャリア

支援の質的向上に努力する必要がある。 
同時に、キャリア教育面においても、平成 26 年度に開始したキャリアデザインプログラムにお

いて、自らのキャリアの道筋を考えながら、キャリア形成に必要な実践的知識、就業経験、リー

ダーシップなどについて学ぶ機会を提供している。各学部で学ぶ専門的知識とともに、職業上の

キャリアと人生のプランニングに関する教育を実践することが継続的な課題である。 
さらに、本学の多くの保護者の方々は、大学に対する進路相談や就職支援への期待を寄せ、ま

た学生のキャリア形成への関与が高い。昨今、日本型雇用慣行が徐々に変化する兆しを見せ、キ

ャリア形成や就職活動にも変化が生じてくる可能性がある。大学としては、学生や保護者の方々

の不安を低減し、期待・要請にこたえるような教育および情報の提供が求められる。 
 
② 学生の個々の状況に応じた生活支援 
本学は、全国平均に比べて保護者の世帯年収は高く仕送り額も多い傾向があり、全体として

は、学生が経済生活を心配することなく学業に専念できる環境にある。しかし、入学した後の家

庭の暮らし向きで「ゆとりがない」と答える保護者は約 6 割で、特に、自宅外から通学する学生

の保護者はで暮らし向きのゆとりがないと回答する割合が高い。また、平成 31 年度の自宅外通学

者は 42.5%で、自宅外通学で仕送り額がないと答えるものも 1 割近く存在し、仕送り額の少ない

学生では、入学後の「生活・経済」に関する不安・心配が高くなっている。 
大学としては、このような学生の個別事情を認識し、日本学生支援機構や本学独自の奨学金を

はじめとし、その他の経済的支援を学生および保護者に十分に広報することが重要である。ま

た、学生からの相談を教職員がきめ細かく学生支援部門につなぎ、すべての学生が学業に専念で

きるような経済的支援を充実させることが重要である。 
 
③ 大学院博士課程への進学を希望する学生へのキャリア支援 
本学の特徴として、理学部を中心に大学院進学を希望する新入生の割合は高く、さらに博士後

期課程の進学を視野に入れる学生も一定割合存在する。このような学生に対しては、学部卒業者

とは異なるキャリア教育や支援が必要である。すでに、大学院のキャリア副専攻によって、修士

課程修了後に高い専門性を生かしたキャリア形成ができるような教育を行っているが、これに加

えて、学部３年次を目途に、研究や学びと並行して大学院進学後のキャリアプランを考える機会

を提供するようなキャリア支援を行う必要があると考える。 
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